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⑴ ４段階推計法 

ア 予測内容 

・交通ネットワーク（道路・公共交通）上において、実際の人の動きのデータや、各交通

機関の利便性（移動時間、料金等）などから、どの交通機関がどれほどの人々に選択さ

れるかを予測し、各交通機関の利用者数を推計する。 

（予測方法の詳細は平成２６年４月２２日の特別委員会で提示済） 

イ 適用性〔新規路線の整備や新たな公共交通機関を導入する場合など〕 

・広範囲で人の動きが変化したり、他の交通機関へ影響を及ぼしたりする場合の予測に適

している。 

・利用者数だけでなく、どの駅からどの駅への利用が多いのかなど、人の動きが反映され

た予測結果が得られるため、路線全体の収支を計算でき、事業採算性などの比較評価が

可能となる。 

⑵ 駅勢圏法 

ア 予測内容 

・利用者予測の対象駅について、駅を中心にその駅を利用する需要が一定以上存在する範

囲を駅勢圏として、その圏域の状況（居住する人口、商業施設の立地等）や路線上の位

置づけ（終点駅等）などから類似する既存駅を選定し、その駅の利用率（駅勢圏人口に

対する乗降者数）を対象駅の駅勢圏人口に乗じることなどによって、対象駅の乗降者数

を算出する。 

イ 適用性〔既存路線に新駅を整備する場合など〕※ 

・対象とする駅の利用状況（利用者の移動先や目的等）や周辺の土地利用から、類似する

駅を設定できる場合、信頼性が確保できる。一方、類似する駅をどこに設定するかによ

って、予測する利用者数が大きく変わる可能性がある。 

・予測に必要なデータも少ないため、４段階推計法と比較して作業量を大幅に削減するこ

とができるが、特定の駅の利用に限定した予測方法であり、広範囲の人の動きに影響す

る新規路線の複数の駅の利用者数を予測する場合などには適していない。 

・予測結果として、対象駅の乗降者数のみが算出されるため、その乗降者数のうち、どの

駅からどの駅への利用が多いのかなどについては、別途、類似する駅の利用状況などか

ら想定することになる。 

※可部線電化延伸区間（約 1.6 ㎞）の新駅の利用者予測については、広範囲の人の動きは変化し

ないことや、可部駅の利用状況から新駅の利用状況が想定できることから、駅勢圏法を採用 

○アストラムラインの延伸は、延長も７～１１㎞と長く、都市圏における新たな基幹公共交通ネットワークを形成し、延伸区間の沿線のみならず、都心部など広範囲な地域において、人の動きやその交通機関の選択に

大きな変化をもたらすものであり、その利用者数の予測に当たっては、４段階推計法の方が適している。 

○仮に、アストラムラインの延伸区間の利用者数の予測に当たって、駅勢圏法による予測を行う場合、延伸区間の各駅について既存区間のどの駅が類似しているか、駅勢圏域の土地利用、都心部との距離や所要時間な

ど、様々な要素を考慮した上で設定する必要があるが、その妥当性を検証する方法がなく、その設定によっては予測結果が大きく変動する可能性があるのが実情である。 

人の動き 

人の動き 

新規路線 
などの検討 

整備後 

別 紙 ６ 

１ ４段階推計法と駅勢圏法の予測方法や適用性 

アストラムライン延伸の利用者予測について 

 

新駅の整備によって、新駅周辺 

からの利用者数は増加する 

広範囲の人の動きが変化し、他の交通機関へも影響 

人の動きは大きく変化しない 

整備後 

既存の交通機関 

の利用者数が減少 

新規路線へ

利用が転換 

新駅整備の検討 
（駅をどこに整備すれば利用者が多くなるか） 

鉄道の利用者数 

が増加 

都心部へ鉄道を 

乗り継いで移動 

するようになる 

国土交通省の「総合都市交通体系調査の手引き」において、都市圏の交通計画のための交通需要予測は４段階推計法を用いるのが一般的であるとされている。４段階推計法と駅勢圏法の適用性等は次のように 

区分される。 
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⑴ 利用者予測の考え方 

ア 延伸区間の各駅における乗降者数の基本的な算出方法 

 

   

 

 

イ 延伸区間の各駅の分類と適用する既存区間における類似駅の設定 

延伸区間の各駅について、駅勢圏域の土地利用や交通条件等を踏まえて、下記の３つに分類するとともに、

それぞれの特性に応じて、既存区間から類似する駅を設定した。 

 

① ＪＲ接続駅（ＪＲとの乗り換えを目的とした他の駅からの利用が中心の駅：西広島駅、新井口駅、五日市駅） 

 ・既存区間において唯一ＪＲ（可部線）と接続する大町駅を類似駅として設定した。 

② 商業駅（買物や従業を目的とした他の駅からの利用が中心の駅：石内東に設置する駅、商工センターに設置する駅） 

 ・既存区間において買物や従業を目的とした他の駅からの利用が中心である本通駅を類似駅として設定し

た。 

③ 居住駅（駅周辺の居住者による利用が中心の駅：①、②以外の駅） 

 ・西広島ルート、新井口ルート、五日市ルートともにＪＲ山陽本線の駅へ延伸するルートであるため、 

ＪＲ可部線との接続駅である大町駅から広域公園前駅までの路線における利用形態と類似していると考

えられる。 

・このことから、各ルートの延伸先である西広島駅、新井口駅、五日市駅からの所要時間に対して、大町

駅から同等の所要時間になる既存区間の駅を類似駅として設定した。 

 

 
⑵ 予測結果 
 

延伸区間 延長 駅数 駅勢圏法による乗降者数 

西広島ルート 7㎞ 6駅 約 22,700 人/日 

新井口ルート 9～10 ㎞ 9駅 約 17,800～19,700 人/日 

五日市ルート 10～11 ㎞ 7～9駅 約 11,700～14,400 人/日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔③居住駅の設定例〕 

五月ヶ丘に設置する駅の類似駅と利用率算定に用いるデータ 

２ 駅勢圏法による予測結果 

 

大塚駅 

 
市立大 

 
修道大 広域公園前駅 

伴中央駅 

大原駅 

伴駅 

長楽寺駅 

高取駅 

上安駅 
安東駅 

古市駅 

中筋駅 

西原駅 

祗園新橋北駅 

毘沙門台駅 

 比治山大 

牛田駅 

城北駅 

白島駅 

県庁前駅 

大町駅 
（ＪＲ接続駅） 

新井口駅（ＪＲ接続駅） 

五日市駅（ＪＲ接続駅） 

商工センター 

に設置する駅 

石内東に 

設置する駅 

五月ヶ丘に 

設置する駅 

西広島ルート 

約 15分 

新井口ルート 

約 15分 

約１３分 

大原駅（西広島ルート） 

・大町駅から広域公園前駅までを利用する乗降者数※ 

・都心部の駅（城北駅、県庁前駅、本通駅）を利用する乗降者数※ 

本通駅 

（都心） 

約１９分 

五日市ルート 

西広島駅 
（ＪＲ接続駅） 

アストラムライン 

既存区間 

広域公園前駅、大塚駅、安東駅、不動

院前駅については、大学等が近接し、

利用率が極端に高いため適用しない 

伴中央駅（新井口ルート） 

・大町駅から広域公園前駅までを利用する乗降者数※ 

約２０分 約１２分 

不動院前駅 

※駅勢圏…駅を中心とした半径 750m の区域 対象駅の乗降者数 ＝ 駅勢圏人口 × 既存区間における類似駅の利用率 

※ 大町駅の乗降者にはＪＲに乗り換えて横川駅や広島駅へ移動する利用者も含まれているため、西広島ルート、

新井口ルート、五日市ルートの利用率の算定においては、各ＪＲ接続駅（西広島駅、新井口駅、五日市駅）から

ＪＲに乗り換えて横川駅や広島駅などへ移動する利用者も考慮している。 

なお、西広島ルートについては、延伸先がデルタ周辺の西方面の交通拠点であり、ＪＲへの乗り換えだけでな

く、紙屋町などの都心部へ路面電車やバスを利用した移動も多く想定されるため、類似駅において都心部の駅（城

北駅、県庁前駅、本通駅）を利用する乗降者数も考慮して利用率を算定した。 

 

駅勢圏法の予測結果は、延伸区間の各駅において乗り降りするそれぞれの人数を算出し、それらを合計

したもの（乗降者数）である。他方、４段階推計法の予測結果は、路線内を１回移動する人数を算出し、

どこからどこまで何人が移動するかを合計したもの（利用者数）である。よって、アストラムライン延伸

の予測方法としては、採算性の検討に必要な利用者数が予測できる４段階推計法が適切である。 

 

〔参考〕４段階推計法による利用者数 

西広島ルート：約 15,200 人/日、新井口ルート：約 12,000 人/日、五日市ルート：約 11,000～約 13,000 人/日 
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